
個別注記表

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準　　　　　時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　　　　　　　定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　 10～50年

　機械及び装置　　　　 ４～10年

無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用分のソフトウェアについては、利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

５．繰延資産の処理方法　　　　　　　社債発行費については支出時に全額費用として処理

しております。

６．引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　(1)一般債権

債権の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率に基づき、回収

不能見込額を計上しております。

(2)貸倒懸念債権及び破産更生債権

個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。
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賞与引当金　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上してお

ります。

役員賞与引当金　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込

額に基づき計上しております。

退職給付引当金　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。

(1)退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式

基準によっております。

(2)数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２年）に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

投資損失引当金　　　　関係会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財

政状態等を勘案し、必要と認められる額を計上しております。

関係会社事業損失引当金　　　関係会社が営む事業に係る損失の当社負担に備えるため設定

しており、関係会社の資産内容等を勘案し、当社が負担する

こととなると予測される金額を計上しております。

７．重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　　　　　　　　　　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理しております。

８．ヘッジ会計の方法　　　　繰延ヘッジ処理によっております。　　　　　　　　　　　

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、

振当処理を行っております。

９．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)退職給付に係る会計処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計

　　　　　　　　　　　　　　　　　処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の

　　　　　　　　　　　　　　　　　方法と異なっております。

(2)消費税等の会計処理方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。

10．表示方法の変更

　（貸借対照表）　　　　　　前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めて

いた「電子記録債権」（前事業年度1,084,250千円）は、金額

的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しておりま

す。
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　（損益計算書）　　　　　　為替差益及び為替差損については、前事業年度において「為

替差益」（前事業年度8,830千円）として「営業外収益」の

「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が

増したため、当事業年度より「為替差損」として独立掲記し

ております。

（貸借対照表関係）

１．受取手形割引高 1,508,187千円

２．保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入債務等に対し、保証を行っております。

上海普陀吉世科特殊塗装有限公司 795,960千円

吉世科精密塗装(深圳)有限公司 331,221千円

PT. INDONESIA POLYMER COMPOUND 308,315千円

吉世科工貿(大連保税区)有限公司 260,854千円

その他 197,799千円

計 1,894,151千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 10,138,107千円

４．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)担保に供している資産

定期預金 351,323千円

投資有価証券 686,314千円

計 1,037,637千円

(2)担保に係る債務

電子記録債務

買掛金

595,801千円

632,411千円

計 1,228,213千円

５．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 3,523,866千円

長期金銭債権 4,722,798千円

短期金銭債務 1,067,488千円

長期金銭債務 5,392千円

６．期末日満期手形

　期末日満期手形等の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当事業年度末日は、金融機関の休日であったため、以下の期末日満期手形等が期末残高

に含まれております。

受取手形

電子記録債権

154,308千円

65,952千円

支払手形

電子記録債務

656,193千円

1,053,844千円
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７．未収還付法人税等

　　　過年度において当社の特定仕入先が仕組んだ取引の対象物品が存在しない架空取引に

　　基づく資金循環に巻き込まれたことにより過大に納付しておりました法人税等の更正に

　　よる還付金であります。

８．財務制限条項

　当社は、平成28年６月30日付で締結した株式会社三菱UFJ銀行（旧社名:株式会社三菱

東京UFJ銀行）をエージェントとする「タームローン契約書」に関して、原則として連結

計算書類を基礎として算出される以下の財務指標値を満たすことを誓約しております。

(1)平成29年３月期の連結貸借対照表における株主資本の金額を、平成27年３月期、又は

当該決算期の直前の決算期である平成28年３月期の連結貸借対照表における株主資本の

金額のいずれか大きい方の70％の金額以上にそれぞれ維持すること。

(2)連結の損益計算書上の税引前当期損益に関して、２期連続して税引前当期損失を計上

しないこと。

　平成29年３月期において、上記(1)に関連して財務制限条項に抵触することになりまし

たが、当事業年度において主要取引銀行から期限の利益を喪失したことに伴い発生する

権利は放棄する旨、書面にて確認しております。

　なお、平成30年３月期においては財務制限条項に抵触しておりません。

（損益計算書関係）

１．関係会社との取引高

　　　営業取引による取引高

　　売上高 7,671,040千円

　　仕入高 7,692,744千円

　　その他 176,543千円

　営業取引以外の取引による取引高 1,345,112千円

　　２．過年度決算訂正関連費用

　　　　　過年度において当社の特定仕入先が仕組んだ取引の対象物品が存在しない架空取引に

　　　　基づく資金循環に巻き込まれたことに伴う訂正決算等に係る追加的な事務手続に関連す

　　　　る費用であります。

　　３．過年度法人税等

　　　　　過年度において当社の特定仕入先が仕組んだ取引の対象物品が存在しない架空取引に

　　　　基づく資金循環に巻き込まれたことにより過大に納付しておりました法人税等の更正に

　　　　よる還付相当額であります。

（株主資本等変動計算書関係）

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　普通株式 18,543株

－ 18 －



（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

会員権評価損 37,978千円

投資有価証券評価損 553,205千円

賞与引当金 76,250千円

退職給付引当金 140,512千円

商品評価損 26,738千円

貸倒引当金 199,140千円

減損損失 60,546千円

子会社株式評価損 784,815千円

未払事業税等 51,558千円

繰越欠損金 196,870千円

その他 60,405千円

繰延税金資産小計 2,188,021千円

評価性引当額 △1,665,365千円

繰延税金資産合計 522,655千円

（繰延税金負債）

買換資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

△61,607千円

△3,326,053千円

譲渡損益調整勘定 △59,561千円

未収還付事業税 △103,282千円

その他 △97千円

繰延税金負債合計 △3,550,602千円

繰延税金負債の純額 △3,027,947千円

（関連当事者との取引）

１．親会社及び法人主要株主等　　　　　　　該当事項はありません。

２．役員及び個人主要株主等　　　　　　　　該当事項はありません。

３．兄弟会社等　　　　　　　　　　　　　　該当事項はありません。

４．子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種 類
会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社 KISCO Holding,Inc.
所有
直接 100％

役 員 の 兼 任 資金の回収
(注1)

501,570 短期貸付金 473,580

資 金 の 援 助
利息の受取

(注1)
155,539

長期貸付金

未 収 収 益

4,499,010

30,759

子 会 社
上海普陀吉世科特殊
塗装有限公司

所有
直接 100％

資 金 の 援 助 債 務 保 証
(注2)

795,960
－ －

債 務 の 保 証
保証料の受取

(注2)
2,095

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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（注２）債務保証については、主に金融機関からの借入に対して当社が債務の保証を行っ　

　たものであります。また、保証料率は市場水準及びリスクの度合いを勘案し、合　

　理的に決定しております。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 1,217円23銭

１株当たり当期純利益 494円11銭

（その他の注記）
　　減損損失
　　当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

場所 用途 種類 金額

岐阜県瑞穂市 事業用資産 機械及び装置 33,945

　　　当社は原則として事業用資産については管理会計上の事業区分を基礎としてグルーピン　

　　グを行っており、遊休資産及び除却予定資産については個別資産ごとにグルーピングを　　

　　行っております。

　　　当事業年度において収益性が低下した合成樹脂事業の事業用資産の帳簿価額を回収可能　

　　価額まで減額し、当該減少額を減損損失（33,945千円）として特別損失に計上いたしまし　

　　た。

　　　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、対象資産は他への転用や売却　

　　が困難であることから売却価額を零として評価しております。
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